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(57)【要約】
【課題】少なくとも一部に板状部分を有する異なる形状
のワークを把持することが可能なワーク把持装置を提供
する。
【解決手段】ワーク把持装置１０は、ワークＷの板状部
分Ｗｐが挿入可能なスリット２５を有する把持本体部１
４と、ワークＷを位置決めするために、把持本体部１４
のスリット２５内でワークＷの板状部分Ｗｐに係合する
ように構成された係合部２８を有する位置決め機構１６
と、を備える。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ロボットに取り付けて使用され、少なくとも一部に板状部分を有するワークを把持する
ためのワーク把持装置であって、
　前記ワークの前記板状部分が挿入可能なスリットを有する把持本体部と、
　前記ワークを位置決めするために、前記把持本体部の前記スリット内で前記ワークの前
記板状部分に係合するように構成された係合部を有する位置決め機構と、を備える、
　ことを特徴とするワーク把持装置。
【請求項２】
　請求項１記載のワーク把持装置において、
　前記把持本体部は、基部と、前記基部から延出するとともに互いに対向した２つのアー
ム部とを有し、全体として細長い棒状に構成されており、
　前記２つのアーム部間に前記スリットが形成されている、
　ことを特徴とするワーク把持装置。
【請求項３】
　請求項１又は２記載のワーク把持装置において、
　前記２つのアーム部の少なくとも一方の先端は、くさび形状に形成されている、
　ことを特徴とするワーク把持装置。
【請求項４】
　請求項１又は２記載のワーク把持装置において、
　前記位置決め機構は、前記スリットの厚さ方向に可動な位置決めピンと、前記位置決め
ピンを駆動する位置決め用アクチュエータとを有する、
　ことを特徴とするワーク把持装置。
【請求項５】
　請求項４記載のワーク把持装置において、
　前記アクチュエータは、前記スリットの厚さ方向に動作する出力部を有し、
　前記位置決めピンは、前記把持本体部に設けられたピン挿入孔に挿入されるとともに、
前記出力部の先端部に固定されている、
　ことを特徴とするワーク把持装置。
【請求項６】
　請求項１～３のいずれか１項に記載のワーク把持装置において、
　前記スリットに挿入された状態の前記ワークの動きを抑制するためのスタビライザを備
え、
　前記スタビライザは、前記ワークの縁部に当接可能な当接部と、前記当接部を移動させ
るアクチュエータとを有する、
　ことを特徴とするワーク把持装置。
【請求項７】
　請求項６記載のワーク把持装置において、
　前記当接部は、前記スリット内に配置されている、
　ことを特徴とするワーク把持装置。
【請求項８】
　請求項６又は７記載のワーク把持装置において、
　前記位置決め機構は、前記スリットの厚さ方向に可動な位置決めピンを有し、
　前記当接部は、前記位置決めピンよりも前記スリットの奥側に配置されている、
　ことを特徴とするワーク把持装置。
【請求項９】
　請求項１～５のいずれか１項に記載のワーク把持装置において、
　前記スリット内に突出した押圧部材を備え、
　前記押圧部材により、前記スリット内に挿入された状態の前記ワークを、前記ワークの
厚さ方向に押圧する、
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　ことを特徴とするワーク把持装置。
【請求項１０】
　請求項９記載のワーク把持装置において、
　前記押圧部材は、前記位置決め機構の前記係合部よりも前記スリットの奥側に配置され
ている、
　ことを特徴とするワーク把持装置。
【請求項１１】
　請求項９又は１０記載のワーク把持装置において、
　前記押圧部材は、ボールと、前記ボールを弾性的に付勢するバネとを有するボールプラ
ンジャである、
　ことを特徴とするワーク把持装置。
【請求項１２】
　請求項９～１１のいずれか１項に記載のワーク把持装置において、
　前記押圧部材は、前記把持本体部に設けられた孔部に挿入されている、
　ことを特徴とするワーク把持装置。
【請求項１３】
　請求項９～１１のいずれか１項に記載のワーク把持装置において、
　前記スリットに挿入された状態の前記ワークの動きを抑制するためのスタビライザを備
え、
　前記スタビライザは、前記ワークの縁部に当接可能な当接部と、前記当接部を移動させ
るアクチュエータとを有し、
　２つの前記押圧部材が、それらの間に前記当接部の進入を許容するように互いに離間し
て配置されている、
　ことを特徴とするワーク把持装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ロボットに取り付けて使用されるワーク把持装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、生産効率を向上させるため、生産ラインの各工程の少なくとも一部において、ロ
ボットに作業を行わせる自動化が進められている。例えば、ワークを所定の場所から取り
出して別の場所へと搬送するために、ロボットにはワーク把持装置（いわゆるロボットハ
ンド）が取り付けられる（例えば、下記特許文献１を参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１３－８５７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　従来のワーク把持装置は、板金部品のような板状部材からなる異なる形状のワークを把
持することができるものではなかった。例えば、特許文献１のワーク把持装置は、異なる
サイズのワークを把持できるように構成されているものの、異なる形状のワークを把持で
きるようには構成されていない。
【０００５】
　本発明はこのような課題を考慮してなされたものであり、少なくとも一部に板状部分を
有する異なる形状のワークを把持することが可能なワーク把持装置を提供することを目的
とする。
【課題を解決するための手段】
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【０００６】
　上記の目的を達成するため、ロボットに取り付けて使用され、少なくとも一部に板状部
分を有するワークを把持するためのワーク把持装置であって、前記ワークの前記板状部分
が挿入可能なスリットを有する把持本体部と、前記ワークを位置決めするために、前記把
持本体部の前記スリット内で前記ワークの前記板状部分に係合するように構成された係合
部を有する位置決め機構と、を備える。
【０００７】
　上記のように構成されたワーク把持装置によれば、把持本体部のスリットにワークの板
状部分が挿入されるように把持本体部を移動させるとともに、スリットに挿入されたワー
クを位置決め機構により位置決めすることにより、板状部分を有する異なる形状のワーク
を良好に把持することができる。従って、ワーク把持装置が取り付けられたロボットによ
り、ワークを自動的に搬送することができる。
【０００８】
　前記把持本体部は、基部と、前記基部から延出するとともに互いに対向した２つのアー
ム部とを有し、全体として細長い棒状に構成されており、前記２つのアーム部間に前記ス
リットが形成されていることが好ましい。
【０００９】
　これにより、把持本体部をコンパクトに構成することができる。
【００１０】
　前記２つのアーム部の少なくとも一方の先端は、くさび形状に形成されていることが好
ましい。
【００１１】
　この構成により、複数のワークが重なり合って載置されている場合に、重なり合うワー
ク間に、先端にくさび形状を有するアーム部を挿入することにより、重なり合うワークか
ら１つのワークを容易に把持することができる。
【００１２】
　前記位置決め機構は、前記スリットの厚さ方向に可動な位置決めピンと、前記位置決め
ピンを駆動する位置決め用アクチュエータとを有することが好ましい。
【００１３】
　この構成により、ワークに設けられた特定形状部（例えば、孔、切欠き、屈曲部等）に
位置決めピンを係合させることにより、ワークを一層良好に位置決めすることができる。
【００１４】
　前記アクチュエータは、前記スリットの厚さ方向に動作する出力部を有し、前記位置決
めピンは、前記把持本体部に設けられたピン挿入孔に挿入されるとともに、前記出力部の
先端部に固定されていることが好ましい。
【００１５】
　これにより、良好な位置決め能力を有する位置決め機構を簡易構成で実現することがで
きる。
【００１６】
　前記スリットに挿入された状態の前記ワークの動きを抑制するためのスタビライザを備
え、前記スタビライザは、前記ワークの縁部に当接可能な当接部と、前記当接部を移動さ
せるアクチュエータとを有することが好ましい。
【００１７】
　この構成により、ワーク把持装置で把持されたワークのグラツキを抑制することができ
る。
【００１８】
　前記当接部は、前記スリット内に配置されていることが好ましい。
【００１９】
　これにより、当接部はスリット内でワークに当接するため、コンパクトな構成でワーク
のグラツキを抑制することができる。
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【００２０】
　前記位置決め機構は、前記スリットの厚さ方向に可動な位置決めピンを有し、前記当接
部は、前記位置決めピンよりも前記スリットの奥側に配置されていることが好ましい。
【００２１】
　この構成により、位置決めピンと当接部との間にワークが保持されるため、ワーク把持
の安定性が向上する。
【００２２】
　前記スリット内に突出した押圧部材を備え、前記押圧部材により、前記スリット内に挿
入された状態の前記ワークを、前記ワークの厚さ方向に押圧することが好ましい。
【００２３】
　この構成により、ワーク把持の安定性が向上する。
【００２４】
　前記押圧部材は、前記位置決め機構の前記係合部よりも前記スリットの奥側に配置され
ていることが好ましい。
【００２５】
　この構成により、ワーク把持の安定性が一層向上する。
【００２６】
　前記押圧部材は、ボールと、前記ボールを弾性的に付勢するバネとを有するボールプラ
ンジャであることが好ましい。
【００２７】
　この構成により、把持本体部のスリットにワークが挿入される際の挿入抵抗が減少する
ため、ワークの把持をスムーズに行うことができる。
【００２８】
　前記押圧部材は、前記把持本体部に設けられた孔部に挿入されていることが好ましい。
【００２９】
　この構成により、把持本体部に押圧部材を容易に配置することができる。
【００３０】
　前記スリットに挿入された状態の前記ワークの動きを抑制するためのスタビライザを備
え、前記スタビライザは、前記ワークの縁部に当接可能な当接部と、前記当接部を移動さ
せるアクチュエータとを有し、２つの前記押圧部材が、それらの間に前記当接部の進入を
許容するように互いに離間して配置されていることが好ましい。
【００３１】
　この構成により、当接部を押圧部材に干渉させることなく、当接部を押圧部材よりもス
リットの先端側へと移動させることができる。
【発明の効果】
【００３２】
　本発明のワーク把持装置によれば、少なくとも一部に板状部分を有する異なる形状のワ
ークを把持することが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００３３】
【図１】本発明の実施形態に係るワーク把持装置の斜視図である。
【図２】ワーク把持装置の一部省略断面図である。
【図３】押圧部材及びその周辺の拡大断面図である。
【図４】図１におけるＩＶ－ＩＶ線に沿った断面図である。
【図５】図５Ａは、ワークの斜視図である。図５Ｂは、別の形状のワークの斜視図である
。図５Ｃは、さらに別の形状のワークの斜視図である。
【図６】図５Ａに示したワークをワーク把持装置により把持する場合の斜視説明図である
。
【図７】図５Ａに示したワークをワーク把持装置により把持する場合の断面説明図である
。
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【図８】図５Ｂに示したワークをワーク把持装置により把持する場合の斜視説明図である
。
【図９】図５Ｃに示したワークをワーク把持装置により把持する場合の斜視説明図である
。
【発明を実施するための形態】
【００３４】
　以下、本発明に係るワーク把持装置について好適な実施形態を挙げ、添付の図面を参照
しながら説明する。
【００３５】
　図１に示す本実施形態に係るワーク把持装置１０は、ロボット１２に取り付けられて使
用される、いわゆるロボットハンドである。ワーク把持装置１０が取り付けられたロボッ
ト１２により、ワークＷ（図５Ａ等参照）は、所定の場所（複数のワークＷが収容又は載
置されたパレット等）から取り出されて、別の場所（例えば、ワークＷが組み付けられる
他の部品）へと搬送される。
【００３６】
　ワークＷが取り付けられる対象となるロボット１２として、例えば、複数の関節を有す
るアームを備えた多関節アーム型ロボット、２軸又は３軸の直交するスライド軸を備えた
直交ロボット（いわゆるガンドリーロボット）等が挙げられる。図１において、ワーク把
持装置１０は、ロボット１２の先端部１２ａに取り付けられている。
【００３７】
　ワーク把持装置１０は、少なくとも一部に平坦な板状部分Ｗｐ（図５Ａ等参照）を有す
るワークＷを把持するように構成されている。ワーク把持装置１０は、ワークＷの板状部
分Ｗｐが挿入可能なスリット２５を有する把持本体部１４と、ワークＷを位置決めする位
置決め機構１６と、スリット２５に挿入された状態のワークＷの動きを抑制するためのス
タビライザ１８と、スリット２５内に突出した押圧部材２０とを備える。
【００３８】
　把持本体部１４は、基部２２と、基部２２から延出するとともに互いに対向した２つの
アーム部２４ａ、２４ｂとを有し、全体として細長い棒状に構成されている。２つのアー
ム部２４ａ、２４ｂ間にスリット２５が形成されている。スリット２５は、把持本体部１
４の先端方向に開口するとともに、各アーム部２４ａ、２４ｂの幅方向（矢印Ｃ方向）の
両側で開口する空間である。各アーム部２４ａ、２４ｂは、板状に構成されており、スリ
ット２５の厚さ方向（矢印Ａ方向）に弾性変形可能である。
【００３９】
　各アーム部２４ａ、２４ｂの先端は、くさび形状に形成されている。以下、くさび形状
に形成されたアーム部２４ａ、２４ｂの先端を「くさび形状部２６」という。図２に示す
ように、本実施形態では、くさび形状部２６は、アーム部２４ａ、２４ｂの延在方向（矢
印Ｂ方向）に対して傾斜した２つの傾斜面２６ａを有するＶ字形状を有する。なお、くさ
び形状部２６は、１つの傾斜面のみを有する形状であってもよい。くさび形状部２６は、
２つのアーム部２４ａ、２４ｂのうちいずれか一方のみに設けられてもよい。
【００４０】
　位置決め機構１６は、ワークＷを位置決めするために、把持本体部１４のスリット２５
内でワークＷの板状部分Ｗｐに係合するように構成された係合部２８を有する。具体的に
、位置決め機構１６は、スリット２５の厚さ方向に可動な位置決めピン３０と、位置決め
ピン３０を駆動する位置決め用アクチュエータ３２とを有する。位置決めピン３０の先端
部が、係合部２８を構成している。
【００４１】
　位置決めピン３０は、把持本体部１４の一方のアーム部２４ａに設けられたピン挿入孔
２９に挿入されている。位置決めピン３０は、細長い直線棒形状に形成されている。位置
決めピン３０は、スリット２５の厚さ方向に変位可能に支持されている。具体的に、アー
ム部２４ａに支持部材３１が固定され、支持部材３１の内部に配置されたブッシュ２７に
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より、位置決めピン３０がその軸方向に変位可能に支持されている。
【００４２】
　位置決め用アクチュエータ３２は、支持部材３１を介して把持本体部１４に固定されて
いる。位置決め用アクチュエータ３２は、スリット２５の厚さ方向に動作する出力部３４
を有する。位置決めピン３０は、出力部３４の先端部に固定されている。本実施形態にお
いて、位置決め用アクチュエータ３２は、ピストンロッド３６を有するシリンダユニット
３３である。出力部３４は、シリンダユニット３３のピストンロッド３６である。ピスト
ンロッド３６の基端部にピストン３８が設けられている。シリンダユニット３３のシリン
ダボディ４０内に形成された圧力室４１に圧力流体（例えば、圧縮エア）が供給・排出さ
れることにより、ピストンロッド３６がその軸方向（矢印Ａ方向）に動作する。
【００４３】
　ピストンロッド３６の動作に伴って、位置決めピン３０も同一方向に動作する。位置決
め用アクチュエータ３２の駆動により、位置決めピン３０は、係合部２８がスリット２５
内に進出する位置（進出位置）と、係合部２８がスリット２５から退避する位置（後退位
置）とに動作可能である。図２では、係合部２８はスリット２５から退避した状態が示さ
れている。なお、位置決め用アクチュエータ３２は、シリンダユニット３３に限らず、例
えば、リニアモータであってもよい。
【００４４】
　スタビライザ１８は、ワークＷの縁部７６（図５Ａ等参照）に当接可能な当接部４４と
、アーム部２４ａ、２４ｂの延在方向（矢印Ｂ方向）に当接部４４を移動させるアクチュ
エータ４６とを有する。本実施形態では、アクチュエータ４６は、基端部にピストン４８
が設けられたピストンロッド５０と、ピストン４８が軸方向にスライド可能に配置された
シリンダボディ５２とを有するシリンダユニット４７である。ピストンロッド５０の先端
部が、当接部４４を構成している。なお、ピストンロッド５０の先端部に固定された他の
部材が、当接部４４を構成してもよい。
【００４５】
　アクチュエータ４６は、把持本体部１４の基部２２に固定されている。シリンダユニッ
ト４７のシリンダボディ５２内に形成された圧力室５３に圧力流体（例えば、圧縮エア）
が供給・排出されることにより、ピストンロッド５０がその軸方向に動作する。ピストン
ロッド５０は、把持本体部１４のアーム部２４ａ、２４ｂの延在方向と平行に配置されて
いる。
【００４６】
　当接部４４は、スリット２５内に配置されている。当接部４４は、位置決めピン３０よ
りもスリット２５の奥側に配置されている。アクチュエータ４６の駆動により、当接部４
４は、スリット２５内で、スリット２５の長さ方向（矢印Ｂ方向）に進退動作する。アク
チュエータ４６が最も伸長した際（ピストンロッド３６が最も前進した際）、押圧部材２
０よりもスリット２５の先端側に当接部４４が到達するように、アクチュエータ４６が構
成及び配置されている。
【００４７】
　本実施形態では、ピストンロッド５０の軸の延長線がスリット２５内での係合部２８の
移動経路２５ａを通るようにピストンロッド３６が配置されている。なお、ピストンロッ
ド３６の軸の延長線が係合部２８の移動経路２５ａからずれた位置を通るように、ピスト
ンロッド３６が配置されていてもよい。なお、アクチュエータ４６は、シリンダユニット
４７に限らず、例えば、リニアモータであってもよい。
【００４８】
　押圧部材２０は、スリット２５内に挿入された状態のワークＷを、ワークＷの厚さ方向
に押圧するように構成されている。押圧部材２０は、把持本体部１４に固定されている。
図１に示すように、本実施形態では、２つの押圧部材２０が互いに離間して配置されてい
る。
【００４９】
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　図３に示すように、押圧部材２０は、把持本体部１４（一方のアーム部２４ａ）に設け
られた孔部５６に挿入されている。孔部５６は、一方のアーム部２４ａを厚さ方向に貫通
するネジ孔であり、その内周部には雌ネジ５７が形成されている。押圧部材２０の外周部
に形成された雄ネジ２１と、孔部５６の雌ネジ５７とが螺合している。押圧部材２０には
、把持本体部１４の外面側で、固定用ナット５８が螺合している。本実施形態では、押圧
部材２０は、位置決め機構１６の係合部２８よりもスリット２５の奥側に配置されている
。
【００５０】
　押圧部材２０は、ボール６０と、ボール６０を弾性的に付勢するバネ６２と、ボール６
０及びバネ６２を収容するハウジング６４とを有するボールプランジャ６６である。ボー
ルプランジャ６６の軸は、スリット２５の厚さ方向（矢印Ａ方向）と平行である。初期状
態で、ボール６０の一部は、ハウジング６４の先端開口から突出し、スリット２５に露出
している。ハウジング６４の内部方向への所定以上の力がボール６０に作用すると、バネ
６２の弾性力に抗してボール６０がハウジング６４の内部方向へと移動する。
【００５１】
　図４に示すように、２つの押圧部材２０は、それらの間に当接部４４の進入を許容する
ように互いに離間して配置されている。具体的に、２つの押圧部材２０は、スリット２５
の厚さ方向及び把持本体部１４の延在方向（矢印Ｂ方向）に直交する方向（矢印Ｃ方向）
に互いに離間して配置されている。ピストンロッド３６の前進時、当接部４４は、２つの
押圧部材２０間を通過して、押圧部材２０よりもスリット２５の先端側まで移動可能であ
る。
【００５２】
　次に、上記のように構成された本実施形態に係るワーク把持装置１０の作用を説明する
。
【００５３】
　以下では、異なる形状のワークＷとして、図５Ａ～図５Ｃに示すワークＷ（以下、特定
のワークＷに言及する場合には、それぞれ「ワークＷ１」、「ワークＷ２」、「ワークＷ
３」という）を例示し、各ワークＷをワーク把持装置１０により把持する場合を説明する
。ワークＷ１、Ｗ２、Ｗ３は、例えば板金加工により形成された板状部材である。図示さ
れるように、ワークＷ１、Ｗ２、Ｗ３は、平坦な板状部分Ｗｐを少なくとも有するもので
あるが、板状部分Ｗｐ以外の部分Ｗｒ（例えば、ボルト６８）を有していてもよい。当該
部分Ｗｒは、ボルト６８に限らず、ブロック状部分であってもよい。板状部分Ｗｐの板厚
は、例えば、０．８～２．２ｍｍである。
【００５４】
　図５Ａに示すワークＷ１は、板状部分Ｗｐを厚さ方向に貫通する貫通孔７０を有する。
図５Ｂに示すワークＷ２は、板状部分Ｗｐの縁部７６に切欠き７２を有する。図５Ｃに示
すワークＷ３は、板状部分ＷｐにＶ字状の屈曲部７４を有する。
【００５５】
　ワークＷ１を把持する場合、図６及び図７に示すように、ワーク把持装置１０は、ワー
クＷの貫通孔７０を利用して把持を行うことができる。この場合、具体的には、まず、ワ
ークＷの板状部分Ｗｐが把持本体部１４のスリット２５内に挿入されるように、ロボット
１２（図１参照）によりワーク把持装置１０を移動させる。その際、ワークＷ１の板状部
分Ｗｐが、押圧部材２０とアーム部２４ｂとの間に挟持される。板状部分Ｗｐの厚みによ
っては、図７のように、ワークＷ１の挟持に伴い、アーム部２４ａ、２４ｂが弾性変形し
て若干だけ外側に撓む。
【００５６】
　次に、位置決め用アクチュエータ３２を駆動して、位置決めピン３０を後退位置から前
進位置へと移動させる。位置決めピン３０の移動に伴い、位置決めピン３０の先端部に設
けられた係合部２８がスリット２５内へと進出し、ワークＷ１に設けられた貫通孔７０に
位置決めピン３０が挿入される。これにより、位置決めピン３０がワークＷ１に係合する
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。
【００５７】
　次に、スタビライザ１８の当接部４４を移動させ、当接部４４をワークＷ１の縁部７６
に当接させる。具体的には、アクチュエータ４６のピストンロッド５０を前進させ、ピス
トンロッド５０の先端部に設けられた当接部４４を、ワークＷ１の厚み方向と垂直な方向
（矢印Ｂ方向）から、ワークＷ１の縁部７６に押し付ける。この結果、ワークＷ１のうち
縁部７６と貫通孔７０との間の部分が、当接部４４と係合部２８とによって保持される。
【００５８】
　このようにワーク把持装置１０がワークＷ１を把持したら、ワーク把持装置１０が取り
付けられたロボット１２（図１参照）により、ワークＷ１を所定場所へと搬送する。その
搬送先で、位置決めピン３０が後退してワークＷ１に対する係合が解除されてから、ワー
クＷ１が搬送先に引き渡される。その際、搬送先でワークＷ１が相手部品や治具等により
把持される場合には、位置決めピン３０を後退させた状態でワーク把持装置１０をワーク
Ｗ１から退避させる方向に移動させることにより、スリット２５からワークＷ１が離脱す
る。すなわち、ワークＷ１に対する把持が解除される。なお、搬送先でワークＷ１が相手
部品や治具等により把持される場合には、ピストンロッド５０をワークＷ１から退避させ
た後に、位置決めピン３０をワークＷ１から退避させてもよい。
【００５９】
　なお、搬送先でワークＷ１が相手部品や治具等により把持されない場合には、ピストン
ロッド５０（当接部４４）によりワークＷ１を押すことで、ワークＷ１をスリット２５か
ら離脱させてもよい。
【００６０】
　ワークＷ２を把持する場合、図８に示すように、ワーク把持装置１０は、ワークＷ２の
切欠き７２を利用して把持及び搬送を行うことができる。その場合のワーク把持装置１０
の動作は、貫通孔７０に位置決めピン３０を挿入することに代えて、切欠き７２に位置決
めピン３０を挿入すること以外は、ワークＷ１を把持する場合の動作と概ね同様である。
【００６１】
　ワークＷ３を把持する場合、図９に示すように、例えば、ワークＷ３のうち、Ｖ字状の
屈曲部７４の近傍の端部７８を把持することができる。この場合でも、位置決めピン３０
の係合部２８をワークＷ３に押し付けるとともに、スタビライザ１８の当接部４４をワー
クＷ３の縁部７６に押し付けることにより、ワークＷ３を良好に把持することができる。
なお、可能である場合には、屈曲部７４の凹部側（谷側）に、位置決め機構１６の係合部
２８を係合させてもよい。
【００６２】
　この場合、本実施形態に係るワーク把持装置１０は、以下の効果を奏する。
【００６３】
　図１及び図２に示すように、ワーク把持装置１０は、ワークＷの板状部分Ｗｐが挿入可
能なスリット２５を有する把持本体部１４と、ワークＷを位置決めするために、把持本体
部１４のスリット２５内でワークＷの板状部分Ｗｐに係合するように構成された係合部２
８を有する位置決め機構１６とを備える。このため、把持本体部１４のスリット２５にワ
ークＷの板状部分Ｗｐが挿入されるように把持本体部１４を移動させるとともに、スリッ
ト２５に挿入されたワークＷを位置決め機構１６により位置決めすることにより、板状部
分Ｗｐを有する異なる形状のワークＷ（ワークＷ１、Ｗ２、Ｗ３）を良好に把持すること
ができる。従って、ワーク把持装置１０が取り付けられたロボット１２により、異なる形
状のワークＷを自動的に搬送することができる。
【００６４】
　把持本体部１４は、基部２２と、基部２２から延出するとともに互いに対向した２つの
アーム部２４ａ、２４ｂとを有し、全体として細長い棒状に構成されている。そして、２
つのアーム部２４ａ、２４ｂ間にスリット２５が形成されている。これにより、把持本体
部１４をコンパクトに構成することができる。
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【００６５】
　２つのアーム部２４ａ、２４ｂの少なくとも一方の先端は、くさび形状に形成されてい
る。この構成により、複数のワークＷが重なり合って載置されている場合に、重なり合う
ワークＷ間に、先端にくさび形状を有するアーム部２４ａ（又はアーム部２４ｂ）を挿入
することにより、重なり合うワークＷから１つのワークＷを容易に把持することができる
。
【００６６】
　図２に示すように、位置決め機構１６は、スリット２５の厚さ方向に可動な位置決めピ
ン３０と、位置決めピン３０を駆動する位置決め用アクチュエータ３２とを有する。この
構成により、ワークＷに設けられた特定形状部（例えば、貫通孔７０、切欠き７２、屈曲
部７４等）に位置決めピン３０を係合させることにより、ワークＷを一層良好に位置決め
することができる。
【００６７】
　位置決め用アクチュエータ３２は、スリット２５の厚さ方向に動作する出力部３４を有
する。そして、位置決めピン３０は、把持本体部１４に設けられたピン挿入孔２９に挿入
されるとともに、出力部３４の先端部に固定されている。これにより、良好な位置決め能
力を有する位置決め機構１６を簡易構成で実現することができる。
【００６８】
　ワーク把持装置１０は、スリット２５に挿入された状態のワークＷの動きを抑制するた
めのスタビライザ１８を備える。スタビライザ１８は、ワークＷの縁部７６に当接可能な
当接部４４と、当接部４４を移動させるアクチュエータ４６とを有する。この構成により
、ワーク把持装置１０で把持されたワークＷのグラツキ（係合部２８を中心とするワーク
Ｗの揺動）を抑制することができる。
【００６９】
　当接部４４は、スリット２５内に配置されている。これにより、当接部４４はスリット
２５内でワークＷに当接するため、コンパクトな構成でワークＷのグラツキを抑制するこ
とができる。
【００７０】
　当接部４４は、位置決めピン３０よりもスリット２５の奥側に配置されている。この構
成により、位置決めピン３０と当接部４４との間にワークＷが保持されるため、ワーク把
持の安定性が向上する。
【００７１】
　ワーク把持装置１０は、スリット２５内に突出した押圧部材２０を備える。そして、ワ
ーク把持装置１０は、押圧部材２０により、スリット２５内に挿入された状態のワークＷ
を、ワークＷの厚さ方向に押圧する。この構成により、ワーク把持の安定性が向上する。
【００７２】
　押圧部材２０は、位置決め機構１６の係合部２８よりもスリット２５の奥側に配置され
ている。この構成により、ワーク把持の安定性が一層向上する。
【００７３】
　図３に示すように、押圧部材２０は、ボール６０と、ボール６０を弾性的に付勢するバ
ネ６２とを有するボールプランジャ６６である。この構成により、把持本体部１４のスリ
ット２５にワークＷが挿入される際の挿入抵抗が減少するため、ワークＷの把持をスムー
ズに行うことができる。
【００７４】
　押圧部材２０は、把持本体部１４に設けられた孔部５６に挿入されている。この構成に
より、把持本体部１４に押圧部材２０を容易に配置することができる。
【００７５】
　図４に示すように、２つの押圧部材２０が、それらの間に当接部４４の進入を許容する
ように互いに離間して配置されている。この構成により、当接部４４を押圧部材２０に干
渉させることなく、当接部４４を押圧部材２０よりもスリット２５の先端側へと移動させ
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【００７６】
　なお、上述した実施形態では、位置決め機構１６として、位置決めピン３０及び位置決
め用アクチュエータ３２を有する構成を例示したが、位置決め機構１６の構成はこれに限
らない。例えば、変形例に係る位置決め機構１６として、把持本体部１４のスリット２５
側の内面に突起が設けられてもよい。この場合、当該突起が、ワークＷに係合する係合部
２８として機能する。
【００７７】
　押圧部材２０は１つだけ設けられてもよい。押圧部材２０は、ワーク把持装置１０に要
求される仕様によっては、なくしてもよい。
【００７８】
　本発明は上述した実施形態に限定されるものではなく、本発明の要旨を逸脱しない範囲
において、種々の改変が可能である。
【符号の説明】
【００７９】
１０…ワーク把持装置　　　　　　　　　　１２…ロボット
１４…把持本体部　　　　　　　　　　　　１６…位置決め機構
２５…スリット　　　　　　　　　　　　　２８…係合部
Ｗ、Ｗ１、Ｗ２、Ｗ３…ワーク　　　　　　Ｗｐ…板状部分

【図１】 【図２】
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